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東京サーキュラーエコノミー
推進センター（愛称：T-CEC）の
取組みについて

１．ゼロエミッション東京戦略の概要

気候危機が一層深刻化するなか、2019年
に東京都は、エネルギーの大消費地として
の責務を果たし、脱炭素社会においても持
続可能な成長を実現する都市であり続ける
ため、2050年までに「ゼロエミッション東
京」の実現を目指すことを発表するととも
に、そのビジョンと具体的な取組み等をま
とめた「ゼロエミッション東京戦略」を策
定しました。
さらに、2050年ゼロエミッションの実現に

向けては、2030年までに温室効果ガス排出
量を50％削減（2000年比）することが極めて
重要であることから、2022年には、「2030年
カーボンハーフに向けた取組の加速」を策定

し、産業・家庭、エネルギー、資源循環等
各分野で施策を強化、加速化させています。

２． 資源循環分野における
2030年目標と現状

先述した「2030年カーボンハーフに向け
た取組の加速」では、資源循環分野におけ
る2030年目標として、一般廃棄物のリサイ
クル率37％、家庭と大規模オフィスビルか
らの廃プラスチック焼却量－40％（2017年
度比）、食品ロス発生量半減（2000年度比）
を掲げています（図１）。
東京都では、これらの目標を達成するた

め、動静脈企業等の連携によりリデュース
やリユースを組み込んだ新ビジネスを創出
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図１　2030年目標と現状
出典：  東京都環境局「2030年カーボンハーフに向けた取組の加速 -Fast forward to “Carbon Half”-」
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し、「物の作り方・売り方（買い方）・使い
方」を変えることで、持続可能な消費・生
産、そしてサーキュラーエコノミーの実現
に向けて取り組んでいます（図 2）。

３． 東京サーキュラーエコノミー
推進センターの具体的取組み

2022年４月、東京都環境局と公益財団法
人東京都環境公社（以下、環境公社とする）
は、環境公社が内部組織として設置した「東
京サーキュラーエコノミー推進センター
（以下、T-CECとする）」を活用し、サーキュ
ラーエコノミーの実現に向けた取組みを開
始しました。
環境公社は、1962年の設立以来、当初は

廃棄物分野を中心としつつ、近年では地球
温暖化対策や自然環境分野等、事業を拡大
してまいりました。T-CECでは、そうした
ノウハウを基に、東京都環境局と連携して、
サーキュラーエコノミーに関する情報発
信・連携拠点として、事業者等からの「相
談・マッチング窓口の運営」、「サーキュラー
エコノミーサロンの企画運営」、「各種補助
事業」等の支援策を展開しています。
また、日々現場で培った都民・事業者の

ニーズや課題等に基づき、東京都環境局と

共により実効性の高い環境施策の立案と推
進、その先にあるサーキュラーエコノミー
の実現に貢献しています。
なお、各取組みの詳細等については、該

当するWebページのQRコードを本稿の末
尾に掲載していますので、ぜひご覧くださ
い。
（１） 相談・マッチング窓口の運営
都民・事業者等からサーキュラーエコノミー

に関する取組みについてのご相談や事業者
間のマッチングのご依頼を受け付けています。
相談件数は、2022年度の事業開始以降、

年々増加傾向にあり、2023年度は52件でし
たが、2024年度は前年度を上回るペースで
推移しています。2024年度は受付型の相談・
マッチングに加えて、環境に関するイベン
ト等にも出展するなどして、T-CECが持つ
ネットワークのさらなる拡大と事業者間
マッチングの増加を図っていきます。
また、相談内容は、リユースビジネスを

検討する事業者に対する関連団体の紹介や
後述する補助事業の選定事業者との連携を
目的とした紹介依頼等様々ですが、T-CEC
のアドバイザーとも連携しながら、ワンス
トップでサポートすることで、実際にマッ
チングに至った事例も多数生まれていま
す。

図 2　2030年に向けた取組の基本的考え方
出典： 東京都環境局　「2030年カーボンハーフに向けた取組の加速 -Fast forward to “Carbon Half”-」
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なお、相談者の属性としては、事業者が
多くを占めていますが、最近ではサーキュ
ラーエコノミーに関する施策を検討してい
る自治体担当者からのご相談もいただいて
います。
（２） サーキュラーエコノミーサロンの

企画・運営
サーキュラーエコノミーに資する新ビジ

ネス創出のための学びや事業者間のネット

ワーキングの場づくりのため、サーキュラー
エコノミーサロンを年５回開催しています
（写真１）。テーマは、２Ｒビジネスに取り
組むスタートアップ企業のビジネスピッチ
や欧州におけるプラスチックリサイクルの
動向、自治体間の取組事例の共有等様々で
すが、いずれの回も活発な意見交換が行わ
れており、本サロンへの参加が事業者間の
マッチングに繋がった例もあります。
（３） サーキュラー・エコノミーの実現に

向けた社会実装化事業
T-CECでは、プラスチックの資源循環や
食品ロス対策、廃棄物処理事業者のDX活
用を推進する各種補助事業を展開していま
すが、ここでは「サーキュラー・エコノ
ミーの実現に向けた社会実装化事業」につ
いて紹介いたします。
本事業は、都内におけるサーキュラーエ

コノミーの実現に繋がるプラスチックや食
品ロスの削減に係る取組みのうち、地域で
のモデル事業や実証事業、関連する調査や
情報発信等に要する費用を補助するもので
す。
また、サーキュラーエコノミーの実現に

当たっては、経済合理性の確保の観点から
主体間連携が不可欠であるため、原則とし
て複数の事業者・団体が連携して取り組む

写真１　 2024年度第２回サーキュラーエコノミー
サロン　開催中の様子

テ ー マ： 最新サーキュラーエコノミーに資するビジネスの
取組事例紹介

開 催 日：2024年７月31日
参加者数：42名（内訳：企業20社、３自治体、４団体）

「2023年度サーキュラーエコノミーの実現に向けた社会実
装化事業」の採択者から最新のサーキュラーエコノミーに
資するビジネスをご紹介いただき、参加者と意見交換会等
の交流を行いました。

表１　 2024年度　サーキュラー・エコノミーの実現に向けた社会実装化事業　
選定事業等一覧
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ことを要件としています。
2024年度は表１のとおり６件の事業を選
定しましたが、こちらを含めると今年度まで
に累計19件の事業を支援した実績がありま
す。本事業の補助事業者については、補助
事業終了後も連携の輪を広げることができる
よう、先述の相談・マッチング窓口における
紹介やサロンでのビジネスピッチへの登壇
等、補助事業以外の支援も実施しています。
（４）シンポジウム等の情報発信
サーキュラーエコノミーの実現に向けて

は、先述した相談・マッチングや補助事業
と共に、都民や事業者の主体的な取組みや
行動変容を促す情報発信も不可欠です。
T-CECでは、国内外の有識者による講演
やサーキュラービジネスに取り組む事業者
の事例発表から成るオンラインシンポジウ
ムを実施しており、2023年度は「サーキュ
ラーエコノミーにはリユースが欠かせな
い！！」をテーマに、経済学の視点から考
えるリユースや日本におけるリユース拡大
策について情報発信を行いました（表 2）。
2025年３月28日まで「TOKYOサーキュ
ラーエコノミーアクション」のWebサイ
トにてアーカイブ配信を行っていますの
で、ぜひご覧ください。
また、2024年度においても本シンポジウ

ムの開催を予定しています。詳細について

は、同Webサイトで後日公表しますので、
ご確認ください。
なお、「TOKYOサーキュラーエコノミー

アクション」のWebサイトでは、先述し
た相談・マッチングや補助事業といった諸
事業の紹介に加えて、事業者や自治体の取
組みについても情報発信を行っています。
さらに、東京都環境公社【SDGsチャン

ネル】では、T-CECの自主的取組みとして、
次世代を担う若者の行動変容を促すため、
大学生と連携して、食品ロスの削減につい
て考える動画も公開していますので、こち
らもご覧ください（図 3）。

図 3　 「知ること」が未来を変える！　
次世代と考える“食品ロス”

東京都環境公社
【SDGsチャンネル】で
動画を公開中です

表 2　 2023年度　オンラインシンポジウム「サーキュラーエコノミーには
リユースが欠かせない！！」開催概要
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（５） ３Ｒアドバイザーによる事業系廃棄物
の３Ｒ推進

T-CECでは、都内大規模オフィスビル等
から排出される廃プラスチックの焼却量を
削減し、廃プラスチックをはじめとする事
業系廃棄物の３Ｒの促進を図るため、都内
区市町村と連携し、廃棄物に関する知見を
有する職員が３Ｒアドバイザーとして事業
所を訪問し、助言を実施しています。
また、2022年度からは、都内事業者から

の申込みに応じて、T-CECが単独で事業所
を訪問して助言を行うスキームも展開して
おり、年々申込件数も増加傾向にあること
から、事業者の資源循環への関心の高まり
も肌で感じることができています。
いずれのスキームでもアドバイス実施後

に都内の他事業者と比較した取組レベルが
一目でわかる「サスティナブル・レポート」
（図 4）をフィードバックの資料として事
業者に提供しており、自社の取組改善に役
立てていただいています。
さらに、都内区市町村が実施する廃棄物

管理責任者講習会等の場や都内の事業所等
において、３Ｒの普及促進を目的とした講
習会業務にも積極的に取り組んでいます。

４． サーキュラーエコノミーの実現
に向けて

本稿では、「ゼロエミッション東京戦略」
等に示す目標を踏まえつつ、T-CECが展開
する具体的取組みについて紹介しました
が、これらの取組みを着実に進めていくた
めには、都民、事業者、大学、NPO、自
治体等、多様な主体との連携が不可欠です。
また、サーキュラーエコノミーへの移行

途上においては、持続可能性と経済合理性
を両立させることが難しい取組みも場合に
よっては必要になるなど、一つ一つ課題を
クリアしていかなければなりません。
そこで、T-CECは、サーキュラーエコノ

ミーの実現に向けたハブ的組織として、各

主体との対話を重ね、ニーズや課題を把握
しながら、東京都にフィードバックを行う
ことで、それらの解決に繋がる環境施策の
立案に貢献していくとともに、T-CEC自身
も一主体として、これまでに培ってきた資
源循環の専門性やネットワークを糧とし
て、都施策を補完するきめ細やかな支援や
情報発信を行うことで、首都東京における
サーキュラーエコノミーの実現に取り組ん
でまいります。

図 4　サスティナブル・レポートの例

TOKYOサーキュラーエコノミーアク
ション（相談・マッチング、サロン、
補助事業、シンポジウム等）

３Ｒアドバイザーによる事業系廃棄
物の３Ｒ推進

T-CEC公式Xアカウント

＜取組みの詳細に関するWebページのＱＲコード＞




